
                                              

                                                

                                                

 

平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成16年11月 5日 

   
上 場 会 社 名 澤藤電機株式会社 上場取引所  東京（第１部） 
コード番号   6901  本社所在都道府県  東京都 
（URL http://www.sawafuji.co.jp）  
代   表   者 代表取締役社長 上光 勲  
問合わせ責任者 総務部長 登坂 孝之 TEL(0276)56-7320 
中間決算取締役会開催日 平成16年11月 5日 中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成  年  月  日 単元株制度採用の有無 有(1単元 1,000株) 
 
1.16年 9月中間期の業績（平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日） 
(1)経営成績                     (百万円未満切り捨て) 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
 百万円 % 百万円 % 百万円 % 
16年 9月中間期 15,062 5.0 201 △45.8 185 △54.5 
15年 9月中間期 14,339 13.0 371 75.0 407 112.4 
16年 3月期 29,613 - 808 - 754 - 
 

 中間(当期)純利益 
1株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 %  円 銭 
16年 9月中間期 △5 - △0.23  
15年 9月中間期 162 38.5 7.54  
16年 3月期 344  15.31  
(注)①期中平均株式数  16年 9月中間期 21,601,618株  15年 9月中間期 21,603,973株  16年 3月期 21,603,670株 
  ②会計処理の方法の変更   無 
  ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 
1株当たり 
中間配当金 

1株当たり 
年間配当金 (注)16年 9月中間期中間配当金内訳 

 円 銭 円 銭 記念配当  0円00銭 
16年 9月中間期 0.00 - 特別配当  0円00銭 
15年 9月中間期 0.00 -  
16年 3月期 - 3.00  
 

(3)財政状態 

 
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり 

株主資本 
  百万円  百万円 % 円 銭 
16年 9月中間期 17,767  4,504  25.4 208.52 
15年 9月中間期 16,057  4,125  25.7 190.97 
16年 3月期 16,865  4,426  26.2 204.90 
(注)期末発行済株式数 16年 9月中間期 21,601,160株 15年 9月中間期 21,603,785株 16年 3月期 21,602,410株  
 
2.17年 3月期の業績予想（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日） 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 1株当たり年間配当金 

    期 末  
  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 

通 期 30,797  500  99  3.00 3.00 
(参考)1株当たり予想当期純利益(通期) 4円58銭 

 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
 実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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比較貸借対照表 
 

 
科目 
 

当中間期末 
（16.9.30） 

前中間期末 
（15.9.30） 

前期末 
（16.3.31） 

 百万円 百万円 百万円

流動資産 10,322 9,021 9,634 

現金及び預金 564 629 927 
受取手形 226 190 217 
売掛金 5,745 5,319 5,528 
たな卸資産 3,401 2,551 2,584 
繰延税金資産 271 265 312 
その他 169 121 119 
貸倒引当金 △56 △55 △56 
    

固定資産 7,444 7,036 7,231 

有形固定資産 （3,855） （3,916） （3,935） 
建物 1,111 1,076 1,142 
機械装置 1,213 1,328 1,278 
土地 1,014 1,014 1,014 
その他 516 497 499 
    
無形固定資産 （56） （66） （65） 
    
投資その他の資産 （3,532） （3,052） （3,230） 
投資有価証券 2,983 2,522 2,723 
その他 548 531 507 
貸倒引当金 △0 △0 △0 
    

合   計 17,767 16,057 16,865 
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科目 
 

当中間期末 
（16.9.30） 

前中間期末 
（15.9.30） 

前期末 
（16.3.31） 

 百万円 百万円 百万円

流動負債 10,559 9,392 9,703 

支払手形 1,862 1,709 1,696 
買掛金 4,460 3,947 4,173 
短期借入金 2,971 2,391 2,171 
未払法人税等 119 319 397 
未払消費税等 - 49 32 
賞与引当金 377 358 396 
製品保証引当金 22 18 22 
その他 744 597 812 
    

固定負債 2,703 2,539 2,735 

長期借入金 112 289 201 
繰延税金負債 - 30 119 
退職給付引当金 2,503 2,127 2,309 
役員退職慰労引当金 87 92 105 
    
負債計 13,262 11,932 12,439 
    

資本金 1,080 1,080 1,080 
資本剰余金 117 117 117 
資本準備金 117 117 117 

利益剰余金 1,824 1,726 1,907 
利益準備金 171 171 171 
任意積立金 1,510 1,510 1,510 
中間（当期）未処分利益 143 45 226 
（うち中間（当期）純利益） (△5) (162) (344) 

その他有価証券評価差額金 1,483 1,202 1,321 
自己株式 △1 △1 △1 
    
資本計 4,504 4,125 4,426 

合   計 17,767 16,057 16,865 
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比較損益計算書 
 

 
科目 
 

当中間期 
自 平成16年 4月 1日
至 平成16年 9月30日

前中間期 
自 平成15年 4月 1日
至 平成15年 9月30日

前期 
自 平成15年 4月 1日
至 平成16年 3月31日

 百万円 百万円 百万円
    
売上高 15,062 14,339 29,613 

    
売上原価 13,995 13,152 27,136 
販売費及び一般管理費 865 814 1,668 

    
営業利益 201 371 808 

    
営業外収益 （53） （50） （60） 
受取利息配当金 37 15 27 
その他の収益 16 35 33 

    
営業外費用 （69） （14） （114） 
支払利息 8 10 20 
その他の費用 61 3 94 

    
経常利益 185 407 754 

    
特別利益 （0） （1） （22） 
有形固定資産売却益 0 - 14 
投資有価証券売却益 - 1 1 
その他特別利益 - 0 6 

    
特別損失 （126） （135） （271） 
有形固定資産売却損 0 - - 
有形固定資産廃却損 2 14 29 
投資有価証券売却損 2 - - 
退職給付会計基準変更時差異償却額 121 121 242 

    

税引前中間（当期）純利益 58 273 505 

法人税、住民税及び事業税 294 321 412 
法人税等調整額 △230 △210 △250 

中間（当期）純利益 △5 162 344 

前期繰越利益 148 △117 △117 

中間（当期）未処分利益 143 45 226 
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（重要な会計方針） 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1)たな卸資産  
①製品・仕掛品・原材料 原価法に基づく先入先出法を採用している。 
②貯蔵品 原価法に基づく最終仕入原価法を採用している。 
(2) 有価証券  
子会社株式 原価法に基づく移動平均法を採用している。 
その他有価証券  

時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法を採用している。 
 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定している。） 
時価のないもの 原価法に基づく移動平均法を採用している。 

(3)デリバティブ 時価法を採用している。 
      

2. 固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 定率法を採用している。 
 但し、平成10年 4月 1日以降に取得した建物 (建物附属設備を除く) につ

いては、定額法を採用している。 
(2)無形固定資産 定額法を採用している。 

但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込み利用期
間(５年)による定額法を採用している。 

3. 引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 当中間期末の債権の貸倒に備え、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上している。 

(2)賞与引当金 従業員の賞与支給に備え、支給見込額のうち当中間期の負担額を計上して
いる。 

(3)製品保証引当金 製品販売後の無償サービス費用の支出に備え、補修費の実績率に基づき、
当中間期の負担額を計上している。 

(4)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を
計上している。なお、会計基準変更時差異( 1,211百万円）については、５
年による按分額を費用処理している。 

(5)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間期末要支給額
を計上している。 

4. リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
5. ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約について振当処理の要件
を満たしている場合には振当処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 為替予約 

  ヘッジ対象 外貨建売上債権 
③ヘッジ方針 外貨建取引に係る為替変動リスクを回避する目的で、外貨建売上債権につ

いて為替予約取引を行っている。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジの開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計額を比較し、両者の変動額等を基礎にして評
価している。 

 
6. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 
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(貸借対照表の注記) 
 当中間期末 前中間期末 前 期 末  
     
1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してある。     
2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,845 11,653 11,649 百万円 

3. 担保に供している資産        有形固定資産 1,691 1,648 1,715 百万円 

     
(損益計算書の注記)     

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示してある。 
 
(リース取引の注記) 
1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
     

  当中間期 前年中間期 前期 
(1)リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計相当額及び(中間)
期末残高相当額  

 
工具・器具 

・什器備品 

工具・器具 

・什器備品 

工具・器具 

・什器備品 

 取得価額相当額 92 百万円 160 百万円 160 百万円

 減価償却累計相当額 79 百万円 128 百万円 138 百万円
 (中間)期末残高相当額 12 百万円 31 百万円 21 百万円
     

(2)未経過リース料(中間)期末 一  年  内 12 百万円 18 百万円 17 百万円
   残高相当額 一  年  超 - 百万円 12 百万円 4 百万円

 合     計 12 百万円 31 百万円 21 百万円
     

(3)支払リース料及び 支払リース料 8 百万円 11 百万円 21 百万円
減価償却費相当額 減価償却費相当額 8 百万円 11 百万円 21 百万円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

(注) 取得価額相当額および未経過リース料（中間）期末残高相当額の算定は、有形固定資産の
（中間）期末残高等に占める未経過リース料（中間）期末残高の割合が低いため、支払利子
込み法によっている。  

 
2.オペレーティング･リース取引に係る注記 
  当中間期 前年中間期 前期 

未経過リース料 一  年  内 5 百万円 11 百万円 10 百万円
 一  年  超 0 百万円 6 百万円 2 百万円

 合     計 6 百万円 17 百万円 12 百万円
 

 
 

 

 


